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【はじめに】
　東日本大震災発生直後の３月、石巻地域の
避 難 所 で 深 部 静 脈 血 栓 症（Deep Venous 
Thrombosis：ＤＶＴ）の陽性率が 45.6％と高
値を示した１）。ＤＶＴの原因として Virchow
の三徴（血流の停滞、凝固能亢進、血管内皮
の損傷）が知られているが、東日本大震災後
の石巻市の避難所においては避難者が密集し
た環境で身体を自由に動かせないことによる
下肢血流の停滞や、飲用水の供給の遅れと衛
生状態の悪化による嘔吐下痢症による脱水症
１）、震災時の下肢の外傷・打撲５）による血管
内皮の損傷などが発生していたことにより、
ＤＶＴが多発したと推定される。
　避難所に比べ環境のよい仮設住宅団地にお
いてもＤＶＴが発生していたが、継続的な運
動指導によりＤＶＴ陽性率が有意に低下した 2）
ことから、仮設住宅団地においては活動性の
低下がＤＶＴをもたらすことが示唆された。
震災以降、当院は石巻市役所、健康運動指
導士らと協働して（石巻ゆいっこプロジェク
ト）、運動指導と下肢静脈エコー検診による
仮設住宅団地住民、及び津波被害地域の在宅
被災者の生活不活発病対策を行なってきた。
　今回、東日本大震災から３年間の被災地に
おけるＤＶＴ陽性率の推移を調査した。
【対象と方法】
　石巻市内の仮設住宅団地、及び被災地域住
宅地でＤＶＴのリスクが高いと思われる住
民、すなわち、活動性の低下や下肢の疼痛、
外傷、麻痺があるなどの住民を対象とし、下
肢静脈エコー検査によるＤＶＴ検診を行い、
平成 23 年夏から 25 年冬にかけて約 3 年間の
ＤＶＴ陽性率（受診者あたりのＤＶＴ陽性者
の発生率）の推移を調査した。下肢静脈エコー
検査は両下肢の深部静脈、すなわち膝窩静脈、
ヒラメ静脈、前・後脛骨静脈、腓骨静脈に対
して行った。使用したポータブル超音波診断
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装置は MyLabFive（4-9MHz,linear probe、日
立アロカメディカル株式会社、東京）、及び
Viamo（7.5MHz,linear probe、東芝メディカ
ルシステムズ株式会社、東京）である。血栓
陽性の評価方法は静脈内部エコー、及びドッ
プラーエコーによる血流確認と血管圧迫テス
トで行い、以下の条件で陽性と判断した３）４）。
1　静脈に内部エコーを認める
2　ドップラーエコーにて血流を認めない
3 　血管圧迫テストで静脈が虚脱しない、な
どである。
　ＤＶＴ陽性者に対しては採血を行い、携
帯型測定器（Cobas h 232, ロシュ・ダイアグ
ノスティックス株式会社、東京）を使用し、
D-dimer 値を測定した。
【結　　果】
　仮設住宅団地 44 ヵ所で、受診者数のべ
1245 名のうち 112 名にＤＶＴを認め、被災地
住宅地 13 ヵ所では受診者数のべ 1009 名のう
ち 101 名にＤＶＴを認めた。各検診会場での
ＤＶＴ陽性率から、被災地住宅地におけるＤ
ＶＴ陽性率は仮設住宅団地とほぼ同様である
ことがわかった（図１）。
　この中で、経年変化を追跡できた仮説住
宅団地 4 ヵ所と被災地住宅 3 地域の平均Ｄ
ＶＴ陽性率は、仮設住宅団地では平成 23 年
が 9.8％、平成 24 年が 9.4％、平成 25 年が
14.6％、被災地住宅地では平成 24 年が 8.0％、
平成 25 年が 10.8％であり、被災地住宅地と
仮設住宅団地はほぼ同様の推移を示した（図
２）。
　平成 25 年度のＤＶＴ陽性者に対して行っ
た D-dimer 平均値はＤＶＴ陽性者全体で 0.62
μ g/ml であった。このうち、多発血栓症例
では 0.76 μ g/ml、新鮮血栓症例では 0.73 μ
g/ml であり、陳旧性血栓症例の 0.59 μ g/ml
に比し、有意な差を認めなかった（図３）。
【考　　察】
　震災から時間が経つことによって仮設住宅
団地、被災地住宅地とも生活環境が改善され、
ＤＶＴ陽性率が低下すると期待されたが、む
しろ徐々に上昇する傾向が疑われた。
　この原因として、次のことが推測される。
石巻市役所が行った 2011 ～ 2012 年度応急仮
設住宅等入居者健康調査（n=4399）によると、
60 歳代、70 歳代、80 歳代の住民のうち、そ
れぞれ、58.4％、68.8％、および 70.7％が、身
体を動かす機会が減ったと回答した。さらに、
日常生活に支障をきたす程のストレスを有す
る住民が 9.5％と全国調査の 3 倍以上であった
ことがわかった（図４）。
震災後経過（月）
図2 仮設住宅団地4ヵ所、被災地住宅3地域のDVT陽性率の推移
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　これらは仮設住宅住民の活動性低下をもた
らすと思われた２）。長期の仮設住宅での生活
は住民の活動性を低下させ、その結果がＤＶ
Ｔ陽性率の増加傾向に現れていると推測され
た。
　D-dimer 値は静脈血栓症の指標として用
いられているが、ＤＶＴ陽性であっても、
D-dimer 値の上昇は軽度な例が多く、深部静
脈血栓多発症例や、新鮮血栓症例などの危険
性の高いＤＶＴにおいても顕著な上昇を認め
なかった。このことから、D-dimer 値からは
ＤＶＴの重症度を推測することは難しいと考
えられた。
【結　　語】
　震災後 3 年間の経過で被災地におけるＤＶ
Ｔは仮設住宅団地、被災地住宅地ともに増加
傾向であることが疑われた。
　住民の活動性低下がＤＶＴ陽性率に反映し
ていると推測されることから、生活環境にか
かわらず被災地においては生活不活発病への
注意と対策が必要と思われた。
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